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1．はじめに

1980 年代の中期以降、規制緩和と外資導入によりインドネシアの経済発展は著しく、

1990 年から 97 年まで年率 8％の GDP 成長率を維持した。90 年代後半にアジア通貨危機

により一時的に成長率は著しく落ち込んだが、2004 年から再び年率 5% 以上で成長する

ようになり、それまであまり顕著でなかった産業間労働移動も拡大してきた。この様にめ

ざましい経済発展を遂げてきたが、インドネシア統計庁（Badan Pusat Statistik､ 以後

“BPS”と略す）が推計するジニ係数で所得格差が、1993 年 0.335、2005 年 0.365、2014 年

に最大の 0.410 と拡大した。しかし、その後所得格差は低下に転じ、2019 年には 0.380 になっ

た。他方、34 の地方行政区画（州）別に見ると国全体と同様に低下に転じた州もあるが、

拡大を続けている州もある。国全体の所得格差は、なぜ 2014 年まで拡大し、その後縮小

してきたが、またこのまま縮小が続く可能性はあるのだろうか。この様な所得格差の推移

は、先進国の経済発展過程における推移と異なるのであろうか。これまでのインドネシア

に関する研究は、こうした疑問に関して明瞭な説明をしてこなかった。

これまでにもインドネシアの所得格差を分析した研究は多くある。しかし、それらは

インドネシア統計庁が調査した家計消費データを利用した短期的な視点の分析で、①所

得格差自体の動向（Yusuf et al. 2014）、②食糧品価格や経済政策が所得格差に及ぼす影

響（Pradhan et al. 2000 ; Akita et al. 2002）、③都市と農村または地域間の所得格差の要因

（Cameron 2000; Suryadarma et al. 2005）などが分析の中心であった。すなわち家計消費

データは世帯当たり可処分所得の消費状況を調査したものであるため、所得格差の動向、

価格政策や景気変動などが所得格差に及ぼす影響、地域間所得格差などについての分析は

可能であった。
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しかし、① 1985 年以降の製造業を中心にした海外からの直接投資の急速な増加、②

1990 年代後半のアジア通貨危機後の金融改革、③ 2000 年代の政治組織の大幅な地方分

権化、④さらには Geertz（1963）が説明した労働市場構造から新古典派的労働市場への

2008 年頃の構造変化（Hondai and Nakamura 2014）など、生産側の構造変化によりどの

所得階層の人々の所得が増加し、逆にどのような所得階層の人々の所得が相対的に減少し

たか、すなわち経済構造の変化による所得格差への影響を解明するには至っていない。

経済発展にともない生産構造は変化し、生産要素に対する需要も変化し、それにより労

働力に配分される付加価値も変化する。我々は、このことが基本的に所得格差の変動に影

響すると考える。そこで、本研究では、既存データと調査個票データを組み合わせ、長期

的な労働市場構造の変化を分析し、所得格差がなぜ 2014 年まで拡大し、その後縮小して

いることに対する一つの仮説を設定することを課題とする。

本稿の構成は第 1 節に引き続き、第 2 節において就業者数の推移を農業と非農業の部門

別、雇用形態別、学歴別に観察する。第 3 節においては、雇用形態別および学歴別、製造

業における職種別、年齢別に賃金率の推移について考察し、どこで賃金格差が縮小したか

を検討する。第 4 節において、所得格差の推移に関して一つの仮説を設定し、結びにあてる。

2．就業者数の推移

先ず、インドネシアの就業者数を見てみよう。図 1 が示す様に就業者数は 1980 年の

5,155 万人から 1990 年の 7,528 万人、2000 年の 8,982 万人、2010 年の 1 億 821 万人、2020

年の 1 億 2,845 万人へと増加した。すなわち、年率約 1% で増加してきた。就業者の増加

は、人口の増加と労働力率の上昇に起因する。人口は 1980 年代に 2.0%、1990 年代に 1.4%、

2000 年代に 1.5%、2010 年代に 1.3% で増加してきた。他方、労働力率は計算可能な 2002

年以降の状況を見ると（図 2）、⑴　男性では 54 歳以下の年齢層においてはほとんど変化が

ないが、55 歳以上において上昇、特に 65 歳以上層においては約 16 ポイント上昇し、男

性全体では 77.3% から 79.8% へ 2.5 ポイント増加した。女性については 15-19 歳層を除き

⑴　 労働力率（＝労働力人口÷ 15 歳以上人口× 100）は 15 歳以上人口のうち労働力人口（＝就業者
＋完全失業者）の占める割合で示される。
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図1．全就業者、農業就業者および非農業就業者の推移

図2．男女別労働力率の変化

出所：1）1980-1990 年：World Bank (2014).
　　　2）1991-2020 年：BPS_b (1991, 1994, 1998 ～ 2020).

出所：BPS_e (2002, 2018).
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全ての年代で上昇し、女性全体では 2002 年の 44.2% から 2018 年の 52.9% へ、8.7 ポイン

ト増加した。その結果、労働力率は全体で 2002 年の 60.0%  2018 年の 66.1% へ上昇した。

就業者を農業就業者と非農就業者に分けて増加を見ると（図 1）、農業就業者は 1980 年

に 2,883 万人、1992 年にはこれまでの最大の 4,215 万人に達し、その後、非農業部門の急

速な拡大に伴いやや減少するが、1997 年のアジア通貨危機後の経済の停滞で非農業部門

の雇用が減少すると一部が帰農したため、再び 4,000 万人を僅かであるが超えた。経済が

通貨危機前の水準までに回復した 2004 年頃から非農業部門が急速に成長し、その雇用が

拡大すると、農業部門から労働力の自然増分を吸収したため、農業就業者数は 2010 年ま

で約 4,000 万人の水準で推移した。その後さらに非農業部門は拡大し、農業部門から自然

増分以上の労働力を吸収したため、2011 年から農業就業者が減少し、2020 年には 3,822

万人となった。他方、非農業部門はその拡大にともない就業者数は順調に増加し、2010

年には 6,671 万人、2015 年には 7,707 万人、2020 年には 9,023 万人となった。

農業就業者数の推移を雇用形態別に見てみよう。BPS の労働力調査（Survei Angkatan 

Kerja Nasional、以後 Sakernas と略す）⑵　では農業就業者を、自営農業経営者（以後“自

営農主”と略す）、家族就業者（以後“無給家族”と略す）、常勤雇用就業者（以後“常勤

雇用”と略す）、短期雇用就業者（以後“日雇い”と略す）に区分している。⑶　ここで無

給家族とは自営農主の家族で農業生産に従事するが、賃金の支払いを伴わない就業者であ

る。雇用就業者のうち常勤雇用は 1 年以上の契約で雇用されている就業者であり、これに

対して日雇いは主に 1 日または数週間の期間限定契約で雇われて、農作業、季節的業務、

臨時的業務、パートタイム業務などに従事する就業者である。⑷　それぞれの形態の就業

者数の推移を詳細に見てみよう（図 3）。

⑵　ここ 10 年間においては、Sakernas は毎年 2 月と 8 月に調査され、これらを集約して 2 つの集計表、
参考文献に示したLaborer Situation in Indonesia（BPS_a）およびLabor Force Situation in Indonesia（BPS_
b）、が刊行されている。

⑶　ここでは Sakernas の2000年調査から2018年調査までの19年間の調査原本個票データを利用する。
標本数は調査年により異なり、2000 年には約 86,000 人であったが、2012 年には最大の 90 万人にま
で増加した。

⑷　インドネシアの労働法では、期間限定の雇用契約は最長 3 年まで、3 年以上の雇用契約を無期契
約と定義されている。しかし Sakernas の中で非常勤雇用者と労働法の期間限定契約による雇用者の
定義が同じであるかは不明である。
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図において、自営農主は 1980 年の 1,380 万人から 1991 年には 2,000 万人、それ以降

2005 年まで 2,000 万人前後を維持したが、2008 年頃から減少に向かい、2020 年には 1,850

万人となった。常勤雇用および日雇いの数は大きく変化することなく、前者は 300 万人前

後、後者は 500 万人前後で推移してきた。一番大きく変化してきたのは無給家族である。

彼らの数は 1992 年までは自営農と共に増加してきたが、1993 年より減少し始め 2019 年

には 865 万人となった。しかし、2020 年には新型コロナの影響で非農業部門の雇用が減

少し、一部が帰農したため増加し、1,039 万人となった。

インドネシアの農業部門では、労働の限界生産性が賃金率より低い労働力が多く存在し、

過剰就業の状態が生じていることが分かっている（本台，2019a）。その様な状況の中で多

くの無給家族の限界労働生産力は賃金率より低いが、賃金を受け取らないので、農業部門

に留まり、生産に従事しているのが現状である。その様な無給家族は非農業部門で雇用機

会が拡大すると、非常に弾力的に農業部門から流出する。非農業部門の雇用が拡大すると

き雇用を求めて弾力的に流出するのが無給家族であり、そのためこの数が 2010 年以降急

図3．農業部門の雇用形態別就業者数の推移

出所：1）1980-1990 年：World Bank (2014).
　　　2）1991-2020 年：BPS_b (1991, 1994, 1998 ～ 2020).
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速に減少していったと考えられる。

図示していないが、非農業就業者数の推移を見てみよう（付表 1 参照）。この部門も農

業部門とほぼ同様に雇用形態別に、個人業主、自営業主、企業経営者、⑸　常勤雇用、日

雇い、無給家族に分類される。そのうち日雇いと無給家族は微増、個人業主は 1,260 万か

ら 2,000 万へ約 50% 増、自営業主は 560 万から 870 万へ約 50% 増、企業経営者は 160 万

から 308 万へ約 2 倍、常勤雇用は 2,100 万人から 4,330 万人へ約 2.2 倍で、非農業就業者

の増加のほぼ 80% がこの常勤雇用での拡大であった。しかし、2020 年の新型コロナウイ

ルス感染拡大より減速した経済の元で、就業者数が減少したのはこの形態だけであった。

雇用形態において日雇いの数は、2015 年時点で農業と非農業部門それぞれ約 550 万人

と約 697 万人、両部門合計で約 1,247 万人であった（BPS_b, 2015）。その年の全就業者は

1 億 1,482 万人であったので、そのうち約 11%、すなわち就業者の 10 人に一人が日雇い

であった。また常勤雇用と日雇いの合計は 5,830 万人であったので、その約 21%、すなわ

ち 5 人に一人が日雇いであった。日雇いがどのような学歴を持っているかを見てみよう。

常勤雇用のうち小学校未就学・中退者、小学校卒、中学卒、高校卒、大学以上卒の割合

は 2015 年においてそれぞれ 5.2%、14.7%、15.7%、38.9%、25.5% となっていて、高校卒以

上が 64.4% を占めていた。日雇いの場合、農業部門では、小学校卒以下が約 78% を占め、

それに中学校卒の約 14.5% を加えると 92.5% に達する。⑹　すなわち、農業における日雇

いはほとんど中学校卒以下の学歴所有者であった。また非農業における日雇いについても、

中学校卒以下の占める割合が 82.7% であり、ほとんどが中学校卒以下の学歴所有者である

ことが分かる。

農業と非農業における常勤雇用および日雇いの就業者数の推移を見てみよう。両部門に

⑸　「個人業主」とは雇用者を雇わず一人で事業を行っている事業主、「自営業者」は雇用者を雇う零
細企業の事業主、「企業経営者」は中および大規模事業所の経営管理を行っている就業者と定義さ
れている。

⑹　就業者の数を 2005 年以降継続的に収集した資料として Kedaan Pekerja di Indonesia（BPS_a）があ
る。これは標本調査で、農地を所有していないと考えられる農業就業者数は 2005 年以降約 550 万
人前後で推移し、2017 年には約 500 万人となっていた（BPS_a, 2017）。これに対して全数調査であ
る 2003 年農業センサスの数値では、農地を所有していないと考えられる農業就業者は約 800 万人
となっていた（BPS_f, 2003）。したがって 2017 年時点でも、農地を所有していないと考えられる就
業者はほぼ 550 万人以上いたと考えられる。
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おける常勤雇用および日雇いの合計は 1986 年に 1,758 万人から 2020 年の 6,290 万人へと

約 3.6 倍になった。その就業者を学歴別に見るため、学歴を小学校卒以下（小学校未就学者、

小学校中退者、小学校卒業者の合計）、中学校卒、高校卒（普通高校卒、職業高校卒の合計）、

短期大学卒（短期大学 1 年修了、2 年修了、3 年修了の合計）、大学卒（短期大学 4 年修了、

大学院修了を含む）に区分する。それぞれのシェアの推移を 1986-2020 年の 34 年間につ

いて見ると図 4 に示す様になる。ここでシェアを落としたのは小学校卒以下のみで、61%

から 26% へ 35 ポイントも減少した。逆に、シェアを著しく大きくしたのは高校卒と大学

卒である。前者は 22% から 36% へ 14 ポイントも増加し、後者は 3% から 17% へ 14 ポイ

ント増加した。中学校卒と短大卒のシェアは 2010 年頃まで微増したが、その後はやや減

少となった。そのため、この 34 年間に前者は 12% から 16% へ 4 ポイントの増加、後者

は 3% から 5% へ 2 ポイントの増加とわずかにシェアを大きくした。こうした結果により、

図4．常勤雇用と日雇い就業者の学歴別シェア

注：1988-1997 年および 2000-2007 年の数は推計値である。
出所：BPS_a (1986 ～ 1988, 1998 ～ 2000, 2002 ～ 2003, 2005, 2007 ～ 2020).
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1986 年には中学校卒以下が 73.1%、高校卒以上が 26.9% であったのが、2020 年には中学

校卒以下が 42.4%、高校卒以上が 57.6% と逆転した。2016 年以降の大学就学者の増加を反

映して（本台，2020）、雇用者の中に占める大学卒のシェアが今後さらに急速に拡大して

くると考えられる。

ここまでに見た就業者数の変化について、重要な点を要約すると次の 2 点となる。その

一つは農業就業者数が 2009 年から減少し始めたことである。その中でも、特に無給家族

の減少が著しくなっている。この様な減少が持続すると農業部門において次第に労働不足

が起こり、急速にその賃金率が上昇することが分かっている（Minami et al, 2014, 20-23）。

もう一つの点は、常勤雇用と日雇いの合計である全雇用者の学歴が急速に上昇し、高校卒

以上のシェアが 2014 年に 50% を超えたことである。これは教育投資の拡充により中学校

から高校への進学増となり、中学校卒の労働力の供給が減少してきたことを意味する。そ

の結果、中学校卒の賃金率が相対的に上昇するようになった。逆に、高校卒の労働力供給

が増加し、彼らの賃金率上昇を抑えるようになる。すなわち各段階の学校において、その

上の学校への進学が増加し、それぞれの学校を卒業する労働力の供給に変化が起こってい

る。その結果、学歴毎の賃金率が変化し、学歴間の賃金率格差に変化が起こってきた。今

後さらに教育投資が拡充すると、各段階の学校からその上の学校への進学が増加し、最終

的に大学卒の供給は増加するが、それ以下の学歴における労働力供給は減少してくる。こ

の様な過程を経て、学歴別の賃金率が変化してくると、それが最終的には所得格差に影響

を及ぼすようになってくる。次節ではそのような賃金率の変動を観察し、所得格差に及ぼ

す含意を分析する。

3．賃金率の推移

就業者数の変化は労働力需給の結果であり、賃金率の変動と深く関連している。

Sakernas の中には、前節で見たように農業部門において雇用形態として日雇いと分類され

る就業者が存在する。彼等は主に 1 日、1 週間、または季節限定の契約で雇われて、他の

雇用形態の就業者に比べて 1 ヵ月当たりに受け取る賃金額は最も低くい。その結果、農村

の貧困世帯の多くはこのような日雇い就業者が世帯主となっていることが分かっていて

（本台・新谷，2008，101-116）、彼等の受け取る賃金率の変動は貧困人口数や所得格差の
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指標であるジニ係数の数値にも影響を及ぼす。そこで、先ず農業部門の日雇い賃金率の時

系列的変化を見てみよう。

農業日雇い賃金率は 1996 年以降の物価の上昇に伴い高騰してきた。⑺　そのため日雇い

賃金率が実質的にどれだけ上昇したかを見るため、物価指数で標準化した実質賃金率で見

る方が望ましい。しかし、州別および都市農村別の物価指数は作成されていない。そこで

州別および都市農村別に作成されている貧困ラインを利用し、州別の農業日雇い賃金率を

それぞれの州の農村における貧困ラインで割り実質化したものを実質農業日雇い賃金率と

定義する。⑻　この方法で日雇い賃金率データが存在する州の実質農業日雇い賃金率を計

算し、1996 年を 1.0 として表示したのが付表 2 である。⑼　このうち代表的な 6 州である北

スマトラ、西ジャワ、中ジャワ、バリ、南カリマンタン、北スラヴェシの実質農業日雇い

賃金率を図示したのが図 5 である。この図において 1997 年の数値が 1996 年より大きく低

下したが、これは 1997 年のアジア通貨危機により物価が高騰し、その結果により貧困ラ

インが上昇したため、実質農業日雇い賃金率が低下したのである。

図 5 において、北スマトラ、バリ、北スラヴェシの実質農業日雇い賃金率はほぼ同じよ

うに推移をしてきた。北スマトラにおいては 2007 年に実質賃金率が 2.0 を超える数値と

なったが、2013 年から低下し、2019 年には 1.5 となった。バリにおいては、2003 年に 1.0

を超え、2005 年には 1.5、2007 年には 1.9 まで上昇したが、その後やや低下し 1.7 程度で

推移してきた。これに対して、中ジャワでは 1997 年以降に低下したが、2001 年にはほぼ 1.0

まで回復した。その後 1.0 より低い水準で推移し、1.0 を超えたのは 2006 年で、2011 年に

は約 1.4、2019 年には 1.5 となり前の 3 州と同じ水準となった。他方、西ジャワと南カリ

⑺　賃金率は一般的に一時間当たりまたは一日当たりの労働提供に対して得られる金額であるが、
Sakernas では一ヶ月当たりの金額で調査されている。そのためここでは一ヶ月当たりの労働提供に
対する得られる金額を賃金率と定義する。

⑻　インドネシア政府は、一人 1 日当たり最低限必要な食料摂取量を 2,100 キロカロリーとし、これ
以下の食料摂取量である場合を貧困と定義した。この最低限必要な食料を確保する消費支出額、さ
らに非食料品については食料品消費支出額に一定のマークアップ率を掛けて、食料品と非食料品消
費支出額の合計を貧困ラインとした。食料品価格は地域により異なるため、貧困ラインは州別およ
び都市農村別に計算されている。この様に貧困ラインは 2,100 キロカロリーの食料品を得るための
消費額であるため、消費者物価指数の代理として使用することが可能である。

⑼　付表 2 には 1996 年以降継続的に農業実質賃金率の計算ができる州のみについて表示した。これら
の州以外に、1996 年以降に調査が始まった州、またそれ以降に制定された新州については省略した。
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マンタンはほぼ同じに様に推移し、2006 年に一時的に 1.0 を超えたが、その後再び 1.0 以

下となり、2019 年においてもほぼ 1996 年と同じ水準で、実質農業日雇い賃金率の上昇は

見られなかった。

2019 年次点で 23 州全体を見ると、実質農業日雇い賃金率が 2.0 以上と上昇したのは 7 州、

1.5 以上 2.0 未満とやや上昇したのが 8 州であった。しかし残り 8 州の上昇は 1.5 未満はで

あり、そのうちの 3 州では 1.2 未満で、ほとんど上昇しなかった（付表 2）。この様な実質

農業日雇い賃金率の変化から判断すると、北スマトラ、中ジャワ、バリ、北スラヴェシの

様に 1996 年と比較し 1.5 倍以上高くなった州においては前節で述べた労働過剰が消滅し

てきた可能性がある。他方、西ジャワのように実質賃金率がまだほとんど上昇しない州に

おいては、まだ労働過剰が存在していると考えられる。

農業日雇いが受け取る賃金率は常勤雇用のものよりかなり低く、その変動は貧困人口の

大きさや所得格差の指標であるジニ係数に影響を及ぼす。そのような農業日雇い賃金率で

はあるが、その実質賃金率は多くの州で過去 20 数年間において上昇してきた。そこで雇

用形態別、職種別、年齢別に雇用者を区分し、それぞれの区分における賃金率が最も低い

図5．農業日雇い実質賃金率の推移（1996=1.0）

出所：1）BPS_c (1996-2002, 1997-2003, 2000-2006, 2001-2007, 2009 ～ 2019).
　　　2）BPS_d (1996-2020).
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雇用者とそれ以外の雇用者との賃金率を対比し、賃金率比が過去 20 数年間どのように変

化したかを見てみよう。

常勤雇用と農業日雇いの賃金率格差

実質農業日雇いの賃金率はほとんど上昇していない州もあるが全国的に見ると上昇して

いる州が多い。しかし農業日雇いの賃金率が常勤雇用と比較して相対的に上昇したかどう

かはまだ不明である。そこで農業日雇い賃金率が、常勤雇用と比較してどの学歴、どの年

齢層に対して相対的に変化したかを分析して見よう。常勤雇用について、中学校卒、高

校卒、大学卒を 20-24 歳層から 5 歳おきに 60-64 歳層までの賃金の 2001-2020 年間推移を

表にしたのが付表 3 であ。他方、農業日雇いは前節で見たようにほとんどが中学校卒業以

下の学歴であり、日雇い賃金率は年齢によりほとんど変化しないので（本台，2019b）、日

雇いについては年齢層に関係なく全体を一括りにした賃金率を用いる。常勤雇用の中学校

卒、高校卒、大学卒の賃金率を年齢層別に農業日雇い賃金率で割り、25-29 歳層と 30-34

歳層の比率をグラフにしたのが図 6 である。

25-29 歳層においては図 6a が示すように、農業日雇い賃金率に対して、2001 年には

大学卒の賃金は 4.4 倍、高校卒は 2.5 倍、中学校卒は 1.8 倍であった。しかしこれらの比

率は傾向的に低下し、2014 年には大学卒と高校卒は約 2 倍、中学校卒は 1.5 倍になった。

30-34 歳層についても同様な傾向が見られる（図 6b）。2001 年には大学卒の賃金は 6.5 倍、

高校卒は 4.2 倍、中学校卒は 2.5 倍であったが、2014 年には急激に格差が縮小し、大学卒

の賃金は 3.0 倍、高校卒は 2.1 倍、中学校卒は 1.6 倍となった。図示していないが他の年

齢層においても同様に、常勤雇用と農業日雇いの賃金率比は傾向的に低下してきた。この

主な要因は農業日雇い賃金率が常勤雇用の賃金率に比べ相対的に上昇が続いてきたために

生じた現象である。
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図6b．農業日雇い賃金率に対する30-34 歳層学歴別賃金率比

図6a．農業日雇い賃金率に対する25-29 歳層学歴別賃金率比

出所：BPS_e (2001 ～ 2018).
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製造業における職種別の賃金率格差

製造業職種別賃金について見てみよう。ここで職種は仕事の内容により、専門技術職、

経営管理職、事務職、営業職、サービス職、製造工、その他の職の 7 職種に分割され

ている。⑽　このうち仕事内容が不明なその他の職を除き、非農業日雇いが多く就業し最

も賃金率が低い職種は製造工である。そこで専門技術職、経営管理職、事務職の賃金率を

製造工の賃金率で割った比率をデータが利用可能な 2008-2019 年についてグラフしたのが

図 7 である。これを見ると、専門技術職と事務職の比率は 2008 年にそれぞれ 3.8 場合 1.9

倍であったが、傾向的に低下し、2019 年にはそれぞれ 2.1 倍と 1.6 倍までになった。これ

も専門技術職と事務職の賃金率が低下したのではなく、製造工の賃金率が前 2 者に比べて

相対的により大きく上昇したためである。これに対して経営管理職の比率は傾向的な低下

⑽　職種のうち、サービス職は製品などのメンテナンス、アフターケアなどを行う職種、製造工は生
産ラインで部品加工や組立などに製品製造に従事する職種である。

図7．製造工に対する専門技術職、経営管理職、事務職の賃金率比

注：3 ヵ年移動平均値を用いた。
出所：BPS_a (2007 ～ 2020).
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はなく、ほとんど同じ水準を維持してきた。すなわち経営管理職の賃金率は製造工と同じ

ように上昇し、両者の格差は縮小しなかったことを示している。

常勤雇用高校卒の年齢層間賃金率格差

最後に、常勤雇用のうち最も就業者数の多い高校卒を例にとり、年齢層間の賃金率の動

きを見てみよう。ここでは 30-34 歳層、40-44 歳層、50-54 歳層賃金率を年齢層のうち最

も低い賃金率である 20-24 歳層で割って、その比率の推移を図 8 に示した。それを見ると

2012 年まではほとんど変化が無かったが、2013 年以降急速に各比率は低下してきた。特

に大きな変化は 50-54 歳層の比率で、2012 年の 2.8 から 2018 年の 1.8 まで低下した。こ

れは 20-24 歳層の賃金率が大きく上昇したのに対し、50-54 歳層の賃金率はほとんど上昇

しなかったために起こった現象である。これに対し、30-34 歳層の比率がほとんど低下し

なかった理由は、この年齢層の賃金率が 20-24 歳層の賃金率とほぼ同じような速さで上昇

したためである。すなわち、20-24 歳の若年層の賃金率は速いペースで上昇したが、それ

より年齢の高い層の賃金率はより緩やかなペースで上昇したためである。

図8．高校卒20-24歳層に対する高校卒30-34歳、40-44歳、50-54歳層の賃金率比

出所：BPS_e (2000 ～ 2018).
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日雇いと常勤雇用の賃金率格差、職種別に見て製造工と専門技術職や事務職との賃金率

格差、高校卒の 20-24 歳層とより高齢層の賃金率格差の変化を見て分かったことは、それ

ぞれの格差が 2013-14 年頃から急速に縮小したことである。これらの格差が縮小した時点

とジニ係数が縮小に向かった時点はほぼ一致する。このことから、所得格差の改善のため

には、賃金率の低い雇用形態、職種、年齢層の就業者の賃金率が相対的に上昇することが

重要な要因の一つとなっていることが予想できる。

4．おわりに

実質農業日雇い賃金率の推移で見たように、インドネシアの労働市場には実質賃金率が

上昇せずまだ貧困ライン水準の賃金率しか受け取っていない就業者が存在するとことが分

かってきた。したがって、この事実から労働市場に関して次の様なことが予想される。

インドネシアにおいては Geertz（1963，130-143）が説明した労働市場構造から新古典

派的労働市場への転換がまだ完了していないと考えられる。しかし、州によっては 2019

年における実質農業日雇い賃金率が 1996 年を基準にして 2 倍になっているため、既に労

働過剰から不足への転換点に到達した可能性がある。したがって、経済発展が持続すれば

全ての州が転換点に到達し、やがて国全体も転換点に到達し、労働不足経済へ入ると考え

られる。

労働市場が新古典派的な市場になった場合には、労働生産性が上昇すると農業日雇いが

受け取るような賃金率も上昇し、労働者への分配率が上昇し、土地や資産所有者への分配

率が低下する。このような分配率の変動は、所得格差を小さくする方向へ作用する。今

後、さらに労働生産性が上昇すれば、まだ実質農業日雇い賃金率がほとんど上昇しなかっ

た州の農村労働市場も新古典派的構造となり、賃金率が労働の限界生産力で決まるように

なり、賃金率は貧困ラインより高くなる。それに伴い都市非農業での賃金率も上昇し、非

農業での労働分配率も上昇し、その結果、所得格差を小さくする方向へ作用する。

現在、まだ農業日雇い賃金率は全ての州において貧困ラインより高い状況ではないが、

常勤雇用と農業日雇いの賃金率比は 2014 年以降に急速に縮小し始めた。この傾向が今後

も続くと、農業日雇い賃金率は全ての州において貧困ラインより高くなり、これが非農業

での日雇い賃金率をさらに押し上げる。このようなメカニズムを通して製造業における専
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門技術職や事務職に対して製造工の賃金率、高校卒の熟練した年齢層に対して若年層の賃

金率が相対的に上昇してきた。この傾向が今後も続くと、農業日雇い賃金率は貧困ライン

より高くなり、これが非農業での日雇いや常勤雇用の賃金率を押し上げ、所得格差を是正

するように作用すると考えられる。そこで本稿の分析より、将来の所得格差分析に関する

一つの仮説は次の様になる。経済発展に伴い生産構造は変化し、労働力に対する需要が変

化すると、労働力のうち特に日雇いや若年層の賃金率が相対的に上昇し、労働力全体に配

分される付加価値が大きくなる。このことが基本的に所得格差を改善する重要な要因の一

つとなる。

インドネシアが経験しているように所得格差が最初に拡大し、その後縮小しているメカ

ニズムを解明するためには、次のような分析方法を採用することがより有効であると考え

られる。それは、長期的な生産構造や労働市場構造の変化を分析できるよう既存データと

調査個票データを組み合わせることである。さらに、国全体を一括して分析するのではな

く、経済発展に伴い労働市場構造や生産構造が、州別、都市農村別、部門別、業種別など

に細分化してどのように変化するかをより詳しく見ることが重要である。例えば、ほとん

どの国においては、地域別に見ると、地域により経済発展のレベルがかなり異なる。すな

わち経済的に非常に発展した地域があるが、中程度に発展した地域、さらには発展に乗り

遅れた地域もある。このように地域により経済発展の度合いが大きく異なると、その差異

を用いて、今後、その国の労働市場や所得分配がどのように変化していくかを分析するこ

とが可能である。各地域が同じ国に属し、制度やマクロ経済環境が同じであり、さらに資

本や労働の移動にほぼ制約がないため、ある地域と他の地域の経済発展の差を利用すると、

長期の時系列データが存在しなくても、所得分配がどのように変化していくかを明らかに

することが可能になることがある。本稿はその様な分析方法が重要であることを示唆して

いる。
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出所：1）1980-1990 年：World Bank (2014).
　　　2）1991-2020 年：BPS_b (1991, 1994, 1998 ～ 2020)

付表1．農業と非農業部門の就業者数

【付表】
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雇用形態別、職種別および年齢層別賃金率格差の推移:
インドネシアの経済発展と所得格差についての仮説



出所：BPS_e (2000 ～ 2018) を元に計算

付表3．学歴別年齢層別賃金率（1,000ルピア／月）
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